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第１ 令和５年度 当初予算案の概要 

 

１ 総  括 

 

令和４年度は、「オール日南」で明るい未来を創る戦略「４つの創る」を軸

に、社会情勢等の変化（時勢）を見据えた戦略として掲げた５つの挑戦「東九

州自動車道開通を見据えた取組」「市民の命を守る取組」「アフターコロナを見

据えた取組」「新庁舎建設を見据えた取組」「脱炭素社会の実現に向けた取組」

に行政資源を集中させ、取り組んでいます。 

また、本市の人口が減少傾向にある中、こども医療費の助成内容拡充をはじ

めとした少子化対策の充実やさくらヒルズ北郷整備事業等の移住促進策の強化

を図っています。 

さらに、コロナ禍からの地域経済の回復を図るとともに、「エネルギー価格高

騰・物価高騰」という新たな課題から、市民、事業者を守る取組も進めていま

す。 

 

こうした中で、本市に大きな変化が訪れようとしています。  

まず、東九州自動車道「清武南～日南北郷」の開通です。これにより、「日南

市～宮崎市」、「日南市～北九州市」がつながることになります。 

輸送時間の大幅な短縮による、産業・物流、観光面への効果のほか、災害時

の支援路・代替路「命の道」としての機能も期待されます。 

そして、新型コロナウイルス感染症も大きな転換期を迎えようとしていま

す。 

感染拡大から３年が経ち、国においては、この春に新型コロナウイルス感染

症の法的位置づけを「新型インフルエンザ等」から外し、「５類感染症」とする

方向で議論が進められています。数度にわたる感染の波を乗り越えてきました

が、日常回復へ着実に歩みが進んでいます。 

本市は、この変化を見据えて、今まで取り組んできており、令和５年度は、

これらの「変化」から、期待できる効果を最大限に引き出すため、そして、国

も動きを加速化させている「ＧＸ」「ＤＸ」の取組を、本市の課題解決、地域活

性化につなげるため、「５つの挑戦」戦略を、次のとおり進化させ、予算の編成

を行いました。 
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【進化させた戦略「５つの挑戦」】 

 ○社会情勢等の変化（時勢）を見据えた戦略 

(1) 東九州自動車道開通を活かす取組 

東九州自動車道開通「清武南～日南北郷」等による様々な分野におけるストック効

果を活かす取組（移住・定住、企業誘致、観光振興、物流など） 

(2) ウィズコロナ、原油価格・物価高騰等への取組 

厳しい社会状況を踏まえた、経済活動の維持への取組 

(3) 市民の健康と命を守る取組 

新型コロナ感染症や災害から市民の健康と命を守る取組 

(4) スマート自治体【ＤＸ】の推進に向けた取組 

行政事務効率化（業務のシステム化等）及び市民生活のＤＸ化（行政サービスの 

デジタル化、マイナンバーカード・キャッシュレス拡充等）の推進に向けた取組 

(5) 脱炭素社会の実現【ＧＸ】に向けた取組 

「日南市ゼロカーボンシティ宣言」の趣旨を踏まえた環境負荷低減に向けた取組

（市民・事業者向けの支援、公共施設等への取組など） 

 

 

【基本となる戦略「４つの創る」】 

〇「オール日南」で明るい未来を創る戦略 

(1) 人を創る 

(2) 安心を創る 

(3) 産業を創る 

(4) 未来を創る 
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２ 各 会 計 の 予 算 規 模 

 
（１）一般会計                            （単位 千円・％） 

区   分 令和５年度 
令和４年度 対前年度比 

当 初 ３月補正後  当 初 ３月補正後  

一 般 会 計 31,490,000 33,550,000 38,934,478 △6.1 △19.1 

 

（２）特別会計                            （単位 千円・％） 

区   分 令和５年度 
令和４年度 対前年度比 

当 初 ３月補正後  当 初 ３月補正後  

国 民 健 康 保 険 6,991,000 7,094,000 7,249,967 △1.5 △3.6 

後 期 高 齢 者 医 療 1,014,000 920,000 955,393 10.2 6.1 

介 護 保 険 6,809,000 6,666,000 6,886,988 2.1 △1.1 

簡 易 水 道 15,000 6,800 10,931 120.6 37.2 

計 14,829,000 14,686,800 15,103,279 1.0 △1.8 

 

（３）企業会計                            （単位 千円・％） 

区   分 令和５年度 
令和４年度 対前年度比 

当 初 ３月補正後  当 初 ３月補正後  

病 院 事 業 
収益的支出 1,670,165 1,610,381 1,801,134 3.7 △7.3 

資本的支出 188,688 171,102 165,197 10.3 14.2 

公 共 下 水 道 事 業 
収益的支出 1,040,312 999,000 1,029,065 4.1 1.1 

資本的支出 1,493,271 1,421,200 1,327,267 5.1 12.5 

特 定 環 境 保 全 

公 共 下 水 道 事 業 

収益的支出 176,680 169,500 166,538 4.2 6.1 

資本的支出 292,100 254,000 238,800 15.0 22.3 

漁 業 集 落排水事 業 
収益的支出 27,000 50,500 51,874 △46.5 △48.0 

資本的支出 30,000 28,000 28,935 7.1 3.7 

公 設 合 併 処 理 

浄 化 槽 事 業 

収益的支出 87,500 81,500 81,355 7.4 7.6 

資本的支出 126,500 123,000 109,657 2.8 15.4 

水 道 事 業 
収益的支出 1,097,000 1,068,799 1,135,178 2.6 △3.4 

資本的支出 1,128,000 1,153,128 1,153,128 △2.2 △2.2 

計 7,357,216 7,130,110 7,288,128 3.2 0.9 
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第２ 令和５年度 一般会計予算案 

 

１ 総  括 

 

令和５年度一般会計当初予算は、「４つの創る」と「５つの挑戦」である重

点的な施策の取組及び令和２年３月に策定された第三次日南市行財政改革大綱

の着実な推進に加え、ふるさと応援寄附金の増加などにより、予算案は 

３１４億９千万円となりました。 

 

 まず、歳入につきましては、市税において、固定資産税が前年度比１．１％

減の２７億２，９２２万７千円となったものの、市民税が、前年の所得がわず

かに増加しており、前年度比０．９％増の２１億６，４６９万円になるなど、

市税全体では、前年度比０．４％増の５４億９，４２６万５千円となっており

ます。 

地方交付税は、令和４年度の交付基準額を基に、地方財政対策における地方

交付税総額の伸び率等を考慮し、前年度比１．１％減の９０億円を計上したと

ころであります。 

地方消費税交付金は、令和４年度決算見込みと同額の１２億円を計上したと

ころであります。 

国庫支出金は、南郷複合施設建設事業（市営住宅長寿命化事業）に対する社

会資本整備総合交付金や出産・子育て応援交付金などの増があったものの、新

型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金の減などにより、前年度

比９．７％減の３９億４８５万２千円となっております。 

県支出金は、水利施設整備事業費補助金などの増があったものの、子ども・

子育て支援整備交付金などの減により、前年度比１２．１％減の  

２４億５，２１５万１千円となっております。 

寄附金は、ふるさと応援寄附金の大幅な増加を受け、前年度比２８％増の  

３２億１千円を計上したところであります。 

 繰入金は、前年度比０．８％増の１５億６，６５８万７千円を計上いたして

おります。主なものとしまして、財政調整基金から５億円、ふるさと応援基金

から６億５，９１１万７千円を繰り入れております。  

市債は、地場産業振興施設整備事業債（道の駅きたごう整備事業）の増など

があったものの、新庁舎建設事業債などの減により、前年度比３９．９％減の 

２６億４，９６０万円となっております。 
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次に、歳出につきましては、義務的経費が前年度比２．９％減の  

１３９億９５７万７千円となっております。これは、人件費が、退職手当の減

などにより前年度比６．６％減の４３億９，１６５万円となったことなどによ

るものであります。 

投資的経費につきましては、前年度比４３．５％減の  

３６億７，５８１万５千円となっております。  

普通建設事業は、補助事業が南郷複合施設建設事業（市営住宅長寿命化事

業）や市道トンネル長寿命化事業（社会資本）などの増により  

前年度比３．４％増の１１億８，５５４万２千円となったものの、単独事業が

新庁舎建設事業や葬祭場整備事業の減などにより前年度比５２．４％減の  

２２億６，５８２万３千円となり、全体で前年度比４１．５％減の  

３４億５，１３６万５千円となっております。  

また、災害復旧事業費は、富土小目井線などの減により、  

前年度比６２．８％減の２億２，４４５万円となっております。  

その他といたしまして、ふるさと応援寄附金の増加などに伴い、物件費が、

前年度比１６．１％増の６０億７，７９７万７千円、積立金が、  

前年度比１７．１％増の１４億４，５５５万７千円となっております。 
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２ 歳 入 の 状 況 

（１）款別の状況（当初予算比較）             

 （単位 千円・％） 

款    別 
令和５年度 令和４年度 対前年度 

伸  率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 
 

 1 

 

市 税 
 

 
5,494,265 

 
17.5 

 
5,472,721 

 
16.3 

 
0.4 

 

 2 

 

地 方 譲 与 税 
 

 
349,169 

 
1.1 

 
355,154 

 
1.1 

 
△  1.7 

 

 3 

 

利 子 割 交 付 金 
 

 
1,000 

 
0.0 

 
1,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

 4 

 

配 当 割 交 付 金 
 

 
10,000 

 
0.0 

 
10,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

 5 

 

株式等譲渡所得割交付金 
 

 
11,000 

 
0.0 

 
11,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

 6 

 

法 人 事 業 税 交 付 金 
 

 
60,000 

 
0.2 

 
50,000 

 
0.2 

 
20.0 

 

 7 

 

地 方 消 費 税 交 付 金 
 

 
1,200,000 

 
3.8 

 
1,200,000 

 
3.6 

 
0.0 

 

 8 

 

ゴルフ場利用税交付金 
 

 
5,000 

 
0.0 

 
5,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

 9 

 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 
 

 
1 

 
0.0 

 
1 

 
0.0 

 
0.0 

 

10 

 

環 境 性 能 割 交 付 金 
 

 
13,000 

 
0.0 

 
13,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

11 

 

地 方 特 例 交 付 金 
 

 
32,000 

 
0.1 

 
37,100 

 
0.1 

 
△ 13.7 

 

12 

 

地 方 交 付 税 
 

 
9,000,000 

 
28.6 

 
9,100,000 

 
27.2 

 
△  1.1 

 

13 

 

交通安全対策特別交付金 
 

 
8,500 

 
0.0 

 
8,500 

 
0.0 

 
0.0 

 

14 

 

分 担 金 及 び 負 担 金 
 

 
359,025 

 
1.1 

 
309,542 

 
0.9 

 
16.0 

 

15 

 

使 用 料 及 び 手 数 料 
 

 
458,757 

 
1.5 

 
475,921 

 
1.4 

 
△  3.6 

 

16 

 

国 庫 支 出 金 
 

 
3,904,852 

 
12.4 

 
4,323,507 

 
12.9 

 
△  9.7 

 

17 

 

県 支 出 金 
 

 
2,452,151 

 
7.8 

 
2,789,871 

 
8.3 

 
△ 12.1 

 

18 

 

財 産 収 入 
 

 
65,470 

 
0.2 

 
126,185 

 
0.4 

 
△ 48.1 

 

19 

 

寄 附 金 
 

 
3,200,001 

 
10.2 

 
2,500,288 

 
7.5 

 
28.0 

 

20 

 

繰 入 金 
 

 
1,566,587 

 
5.0 

 
1,553,894 

 
4.6 

 
0.8 

 

21 

 

繰 越 金 
 

 
1 

 
0.0 

 
1 

 
0.0 

 
0.0 

 

22 

 

諸 収 入 
 

 
649,621 

 
2.1 

 
802,315 

 
2.4 

 
△ 19.0 

 

23 

 

市 債 
 

 
2,649,600 

 
8.4 

 
4,405,000 

 
13.1 

 
△ 39.9 

 

歳 入 合 計 
 

 
31,490,000 

 
100.0 

 
33,550,000 

 
100.0 

 
△  6.1 

 

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 
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（２）目的別の状況（当初予算比較） 

（単位 千円・％） 

目  的  別 
令和５年度 令和４年度 対前年度 

伸  率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 

 

 

 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

 

市 税 
 

 
5,494,265 

 
17.5 

 
5,472,721 

 
16.3 

 
0.4 

 

分 担 金 及 び 負 担 金 
 

 
359,025 

 
1.1 

 
309,542 

 
0.9 

 
16.0 

 

使 用 料 及 び 手 数 料 
 

 
458,757 

 
1.5 

 
475,921 

 
1.4 

 
△  3.6 

 

財 産 収 入 
 

 
65,470 

 
0.2 

 
126,185 

 
0.4 

 
△ 48.1 

 

寄 附 金 
 

 
3,200,001 

 
10.2 

 
2,500,288 

 
7.5 

 
28.0 

 

繰 入 金 
 

 
1,566,587 

 
5.0 

 
1,553,894 

 
4.6 

 
0.8 

 

繰 越 金 
 

 
1 

 
0.0 

 
1 

 
0.0 

 
0.0 

 

諸 収 入 
 

 
649,621 

 
2.1 

 
802,315 

 
2.4 

 
△ 19.0 

 
 

小   計 
 

 
11,793,727 

 
37.6 

 
11,240,867 

 
33.5 

 
4.9 

 

 

 

 

 

 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

 

地 方 譲 与 税 
 

 
349,169 

 
1.1 

 
355,154 

 
1.1 

 
△  1.7 

 

利 子 割 交 付 金 
 

 
1,000 

 
0.0 

 
1,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

配 当 割 交 付 金 
 

 
10,000 

 
0.0 

 
10,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

株式等譲渡所得割交付金 
 

 
11,000 

 
0.0 

 
11,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

法 人 事 業 税 交 付 金 
 

 
60,000 

 
0.2 

 
50,000 

 
0.2 

 
20.0 

 

地 方 消 費 税 交 付 金 
 

 
1,200,000 

 
3.8 

 
1,200,000 

 
3.6 

 
0.0 

 

ゴルフ場利用税交付金 
 

 
5,000 

 
0.0 

 
5,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 
 

 
1 

 
0.0 

 
1 

 
0.0 

 
0.0 

 

環 境 性 能 割 交 付 金 
 

 
13,000 

 
0.0 

 
13,000 

 
0.0 

 
0.0 

 

地 方 特 例 交 付 金 
 

 
32,000 

 
0.1 

 
37,100 

 
0.1 

 
△ 13.7 

 

地 方 交 付 税 
 

 
9,000,000 

 
28.6 

 
9,100,000 

 
27.2 

 
△  1.1 

 

交通安全対策特別交付金 
 

 
8,500 

 
0.0 

 
8,500 

 
0.0 

 
0.0 

 

国 庫 支 出 金 
 

 
3,904,852 

 
12.4 

 
4,323,507 

 
12.9 

 
△  9.7 

 

県 支 出 金 
 

 
2,452,151 

 
7.8 

 
2,789,871 

 
8.3 

 
△ 12.1 

 

市 債 
 

 
2,649,600 

 
8.4 

 
4,405,000 

 
13.1 

 
△ 39.9 

 

小   計 
 

 
19,696,273 

 
62.4 

 
22,309,133 

 
66.5 

 
△ 11.7 

 

歳 入 合 計 
 

 
31,490,000 

 
100.0 

 
33,550,000 

 
100.0 

 
△  6.1 

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 
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３ 歳 出 の 状 況 

（１）款別の状況（当初予算比較） 

（単位 千円・％） 

款    別 
令和５年度 令和４年度 対前年度 

伸  率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 

1 議 会 費 193,067 0.6 186,747 0.6 3.4 

2 総 務 費 7,641,060 24.3 9,261,989 27.6 △ 17.5 

3 民 生 費 10,775,990 34.2 11,058,845 33.0 △  2.6 

4 衛 生 費 2,257,334 7.2 2,319,084 6.9 △  2.7 

5 労 働 費 1,858 0.0 1,883 0.0 △  1.3 

6 農 林 水 産 業 費 1,266,172 4.0 1,268,951 3.8 △  0.2 

7 商 工 費 880,820 2.8 1,239,792 3.7 △ 29.0 

8 土 木 費 2,484,538 7.9 1,944,768 5.8 27.8 

9 消 防 費 1,038,332 3.3 1,135,506 3.4 △  8.6 

10 教 育 費 1,826,814 5.8 1,555,580 4.6 17.4 

11 災 害 復 旧 費 224,450 0.7 603,047 1.8 △ 62.8 

12 公 債 費 2,849,976 9.0 2,925,694 8.7 △  2.6 

13 諸 支 出 金 2 0.0 2 0.0 0.0 

14 予 備 費 49,587 0.2 48,112 0.1 3.1 

歳 出 合 計 31,490,000 100.0 33,550,000 100.0 △  6.1 
 

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 
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（２）性質別の状況（当初予算比較） 

（単位 千円・％） 

性  質  別 
令和５年度 令和４年度 対前年度 

伸  率 予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 

人 件 費 4,391,650 13.9 4,701,051 14.0 △  6.6 

扶 助 費 6,667,951 21.2 6,698,791 20.0 △  0.5 

公 債 費 2,849,976 9.0 2,925,694 8.7 △  2.6 

小    計 13,909,577 44.1 14,325,536 42.7 △  2.9 

物 件 費 6,077,977 19.3 5,234,424 15.6 16.1 

維 持 補 修 費 481,095 1.5 396,631 1.2 21.3 

補 助 費 等 2,608,319 8.3 2,531,482 7.5 3.0 

投 資 及 び 出 資 金 1 0.0 1 0.0 0.0 

貸 付 金 384,819 1.2 428,519 1.3 △ 10.2 

積 立 金 1,445,557 4.6 1,234,956 3.7 17.1 

繰 出 金 2,857,253 9.1 2,845,500 8.5 0.4 

予 備 費 49,587 0.2 48,112 0.1 3.1 

小    計 13,904,608 44.2 12,719,625 37.9 9.3 

投 資 的 経 費 3,675,815 11.7 6,504,839 19.4 △ 43.5 

 

内

訳 

普 通 建 設 事 業 3,451,365 11.0 5,901,792 17.6 △ 41.5 

 補 助 事 業 1,185,542 3.8 1,146,412 3.4 3.4 

単 独 事 業 2,265,823 7.2 4,755,380 14.2 △ 52.4 

災 害 復 旧 事 業 224,450 0.7 603,047 1.8 △ 62.8 

歳 出 合 計 31,490,000 100.0 33,550,000 100.0 △  6.1 
 

（注）構成比は、四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがあります。 
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４ 新 規 ・ 重 点 施 策 

 

 令和５年度当初予算について、主な概要（４つの創る、５つの挑戦）を説明いたします。 

 

 

 

１ コンプライアンス推進事業（総務課）              １，３５４千円 

 

市職員が、ゆるぎない強固な信頼を基盤に、市民や社会の要請に応じて適切に行動

できるよう、公平・公正で、透明性の高い行政運営を行うため、公益通報・談合情報

に係る窓口設置やコンプライアンスの推進に関する研修等を行う。 

(1) 公益通報窓口業務委託料 264千円 

(2) 談合情報窓口業務委託料 264千円 

 

 

２ 地域未来づくり支援事業（地域自治課）             ３，５８６千円 

 

 地域連携組織の機能強化のため、コーディネーターを派遣し、「持続可能な地域づく

り」・「自己決定に基づく住民自治への意識改革」・「安心安全に住み続けられる地域づ

くり」を目指した運営組織のための自主的な企画や事業計画（地域生活支援型事業）に

対し支援を行う。 

(1) コーディネーター業務委託料  3,586千円 

 

 

○拡３ 創業・事業承継推進事業（商工政策課）            １０，４３０千円 

 

新たな産業の創出や世代交代による地域経済の活性化を図るため、創業や事業承継

に対する支援を実施する。 

(1) 地域おこし協力隊業務委託料（継承サーチャー） 4,080千円 

(2) 創業・事業承継補助金 5,800千円 

① 創業支援事業（補助率 2/3） 上限 300千円×10件 

② 事業承継推進事業 

ア 事業引継ぎ費用支援（補助率 2/3） 上限 600千円×2件※県支出金 1/2 

イ 廃業経費支援（補助率 2/3）     上限 600千円×1件 

ウ 設備等整備費支援（補助率 2/3）  上限 1,000千円×1件 

 

１ 人を創る 

 

未来を担う若者のリーダー育成と産業の担い手や市民から頼れる人（職員）をつく

り、持続可能な社会づくりを実現します。 
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４ 『人』繋がる交流の場。企業間コミュニティ支援事業（商工政策課）１，５００千円 

 

市内企業で働く若者の交流の場を創出し、コミュニティづくりを促すイベント等を

企画する団体への支援を行う。 

(1) 企業間コミュニティ支援事業費補助金 1,500千円 

補助率 10/10 上限 300千円 ５団体 

 

 

５ 未来へつなぐ！農業後継者等育成支援事業（農政課）        １，３８６千円 

 

 後継者不足のため近い将来廃業を余儀なくされる高齢農業者と、資金・経験・農地や

住所確保等の課題を抱える新規就農希望者をマッチングし、農地・機械・施設・経営ノ

ウハウ・販路まで含めた「経営資産」の承継を促進することで、地域農業の持続性を確

保する。 

(1) 農業後継者等育成支援事業費補助金 180千円 

新規就農者に対する支援。研修期間１月当たり３万円を支援 

(2) 経営継承支援事業費補助金 620千円 

経営移譲者に対する支援 

研修受入期間１月当たり２万円、経営移譲完了時に 50万円を支援 

 

 

６ 新規就農者育成総合対策事業（農政課）             ３１，８７５千円 

 

 農業への人材の一層の呼込みと定着を図るため、経営発展のための機械・施設等の

導入支援を行う。 

(1) 新規就農者経営発展支援事業費補助金 31,875千円 

対象経費 機械・施設、果樹等の新植・改植、機械等リース料等 

※ 県支出金 10/10 

 

 

○拡７ 将来を担う次世代育成事業（学校教育課）            ９，１４６千円 

 

 児童生徒の発達の段階に応じた特色のある事業を展開し、市内の小・中・高等学校に

通いながら確かな学力等を身に付けることができる教育環境を整備する。 

(1) 学校教育推進コーディネーターの配置 

(2) ジュニアリーダー育成支援（サマースタディ） 

① 処平塾（小・中学生学力向上支援） 

② 定平塾（小・中学生英語力育成支援） 

③ 南浦塾（小学生作品制作支援） 

(3) 小・中学校体育・文化発表全国大会等出場激励金 

(4) 未来へつなぐ子ども議会 

(5) 高等学校におけるキャリア教育の支援 
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８ 若者活躍応援事業（生涯学習課）                   ７９５千円 

 

 地域の担い手となり得る潜在する若者を掘り出し、地域課題に向き合い行動でき、

地域コミュニティの更なる強化を担える人材の育成を図ることを目的とする   

「１up カレッジ」を開講し、若者交流・スキルアップ・課題研究・地域貢献活動を通

して自ら考え行動する力を育成する。 

 

 

９ 地域学校協働本部事業（生涯学習課）               ５，６３０千円 

 

 地域学校協働本部を整備し、10本部（24校）に地域学校協働活動推進員を配置し、

地域や学校の実情に応じた地域学校協働活動の企画・立案や、学校や地域住民、企業、

団体等関係者の連絡調整、地域ボランティアの募集や確保などを行う。 

(1) 地域学校協働活動推進員活動謝金等 4,755千円 

※ 県支出金 2/3 

  



 - 13 - 

 

 

10 防災行政無線デジタル化整備事業（危機管理室）         ３，８５０千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

 災害等が発生した場合、沿岸部のみならず、内陸部における情報伝達の多層化（戸別

受信機と屋外拡声子局）を図るため、防災行政無線の屋外拡声子局整備を行う。 

(1) 防災行政無線屋外拡声子局調査・設計業務委託 3,850千円 

 

 

○拡 11 災害対応物資整備事業（危機管理室）             １４，１３９千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

 大規模災害が発生した場合、災害急性期、特に物品の入手が困難となることから、被

災後の市民の健康的な生活を確保するため、日南市災害備蓄計画に基づき、災害対応物

資の備蓄を行う。 

(1) 災害備蓄計画に基づく備蓄品（食料品・日用品）の購入  8,532千円 

(2) ポータブル発動発電機（11台）             1,936千円 

(3) 夜間照明器具（LEDライト大型４台、小型 35台）    1,471千円 

 

 

12 地域防災力向上支援事業（危機管理室）              ６，４９６千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

 災害時に活動できる自主防災組織を育成・強化するために、防災専門官を配置すると

ともに、各地域の自主防災組織の活動が活発になることで、防災に対する住民意識が高

まり、減災につながることを目的に、防災士資格取得のための経費の支援を行う。 

(1) 防災専門官の配置 

(2) 防災士養成事業費補助金   144千円 

       資格取得のための受験料及び登録料の支援 

(3) 減災力強化推進事業費補助金  1,000千円 

    自主防災組織の資機材整備等支援 ※県支出金 1/3 

 

 

 

 

 

２ 安心を創る 

 

災害に強いまちをつくるとともに、医療と介護、救急医療体制などの充実を図り、暮

らしの安心づくりを実現します。 
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13 総合交通対策事業（総合政策課）       ２２，１３９千円 

 

住民に密着した交通手段である鉄道及びバス等の総合交通網の整備並びに利用促進

を行う。 

(1) 備品購入費 16,952千円 

広域的コミュニティバス路線（油津～さくらアリーナ）用車両２台の購入 

  ※ 県支出金 1/2 

(2) 悠々パス購入支援補助金 2,952千円 

宮崎交通が発行している高齢者（65歳以上）を対象とした定期券「悠々パ

ス」の購入支援（６か月定期券 15,000 円を 3,000 円で販売。※12,000 円を支援） 

 

 

○新 14 犯罪被害者等支援事業（地域自治課）            ６００千円 

 

犯罪被害者やその家族の方々等は、犯罪等によって身体、財産、権利等を侵害され

るなどの直接的な被害を受けるだけでなく、経済的困難や精神的苦痛など長期間にわ

たる被害に苦しめられることから、経済的支援を行う。 

(1) 犯罪被害者等支援金 600千円 

① 遺族支援金   300千円×１件 

② 重傷病支援金  100千円×１件 

③ 転居費用助成金 200千円×１件 

 

 

○拡 15 身体障がい者福祉タクシー給付事業（福祉課）         ４，８００千円 

 

障がいのある方のタクシー利用に対し、経済的負担軽減と社会参加の促進を図るた

め、料金の一部を助成する。 

(1) 身体障がい者福祉タクシー料給付費 4,646千円 

   （助成内容の拡充） 

① 利用対象者の拡大 

身体障害者手帳１・２級に加え、療育手帳Ａ判定、精神障害者保健福祉手帳

１級を追加 

② チケット利用枚数の改定 

１乗車に係る利用枚数の制限は設けない。ただし、タクシー料金を超える利

用券の使用不可 
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16 地域医療介護総合確保基金事業（長寿課）           １５６，１７４千円 

 

 第８期日南市介護保険事業計画に基づき、地域密着型サービス施設等の整備及び施

設の開始時等に必要な備品等の費用に対して、県の基金（宮崎県地域医療介護総合確保

基金）を活用し、対象事業所に支援を行う。 

(1) 地域医療介護総合確保基金事業費補助金 156,174千円 

① 地域密着型サービス事業所 ４件分 

※ 県支出金 10/10 

 

 

17 民間社会福祉施設整備事業（長寿課）              １２，３４５千円 

 

 「地域医療介護総合確保基金事業」に併せて、「日南市民間社会福祉施設の整備助成

に関する要綱」に基づき、県の補助基準額の 10分の１（上限 10,000千円）の上乗せ補

助を行う。 

(1) 民間社会福祉施設整備事業費補助金 12,345千円 

① 地域密着型サービス事業所 ３件分 

 

 

18 介護職員人材育成事業（長寿課）                 １，２０５千円 

 

 全国的に介護職員の人材不足が地域課題となっており、要介護者を支える人材を確

保することが必要である。市内で実施されている「介護職員初任者研修」を受講したい

と考えている方々を支援することで、研修を受講しやすい環境を整備し、介護職員の

人材確保を図る。 

 

(1) 介護職員人材育成補助金 960千円 

介護職員初任者研修を受講し、市内の介護事業所で就労する人に受講料支援

（上限 40千円） 

(2) 出前講座開催 

 

 

○拡 19 こども医療費助成事業（こども課）             １７４，６０８千円 

 

 子育て世帯の負担軽減を目的に、こども医療費について助成内容の拡充を行う。 

 

現   行 改 正 案 

入院 入院外 入院 入院外 

未就学児 小・中学生 未就学児 小・中学生 未就学児 小・中学生 未就学児 小・中学生 

350円(※) 1,000円 350円

(※） 

1,000円 無料 無料 無料 200円 

 (※)0歳児については無料 

        ※ 県支出金 対象経費 1/2 
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20 養育費確保支援事業（こども課）                    ３１０千円 

 

    養育費履行確保にかかる費用を助成することで、離婚時に養育費の取り決めを行う

世帯の増加を促し、子どもと同居していない親が、親として経済的な責任を果たすこ

とで、ひとり親家庭の生活の安定を図る。 

(1) 養育費確保補助金 310千円 

公正証書等作成支援、養育費保証支援 

※ 国庫支出金 1/2 

 

 

21 教育・保育施設整備事業（こども課）              １９５，８９５千円 

 

地域の子育て支援を充実させ、保育ニーズに応じた環境の向上等を目的に、保育所及

び認定こども園の施設整備に対し助成を行う。 

(1) 保育所緊急整備事業費補助金 108,349千円 

① 油津恵愛幼稚園 改築 保育部分 

② 総事業費 322,451千円 

③ 補助額 国(1/2)72,233千円＋市(1/4)36,116千円＝108,349千円 

(2) 認定こども園整備事業費補助金  87,546千円 

① 油津恵愛幼稚園 改築 教育部分 

② 総事業費 322,451千円 

③ 補助額 国(1/2)58,364千円＋市(1/4)29,182千円＝87,546千円 

     ※ 国庫支出金 1/2 

 

 

22 妊産婦支援事業（妊婦健康診査）（こども課）           ２９，９１０千円 

 

 妊婦一般健康診査について、適切な時期に妊婦に受けてもらうことで妊娠中の異常

の早期発見、早期対応を図り、その後の出産、育児がスムーズに行えるよう、支援体制

の充実を行う。 

(1) 健康診査委託料 29,164千円 

 

 

23 子育て世代包括支援センター事業（こども課）            ３，６８５千円 

 

妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に

対応するため、保健師・助産師等が専門的な見地から相談支援等を実施し、妊娠期から

子育て期にわたるまでの切れ目のない支援体制を構築する。 

(1) 妊産婦・新生児等に対する助産師等居宅訪問 

(2) 助産師相談の開設 

     ※ 国庫支出金 2/3、県支出金 1/6 
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○新 24 子ども家庭総合支援拠点事業（こども課）         １４，９９３千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント（支援計画

の作成）等を担う「子ども家庭総合支援拠点（児童虐待の防止等）」の体制整備・運

営を行う。 

(1) 社会福祉士の配置 

(2) 児童家庭相談システム開発導入委託 9,228千円 

     ※ 国庫支出金 1/2 1/3、県支出金 1/3 

 

 

○拡 25 こどもの安心・安全対策支援事業 （こども課）         ７，８６０千円 

 

子どもの安全を守るための万全の対策を講じ、保護者の不安を解消するために、登

園管理システムや子どもの見守りタグ（ＧＰＳ）の導入を行う保育所等に対して支援

を行う。 

(1) 登園管理システム導入支援事業費補助金 2,400千円 

適切な登園管理を行うため、登園管理システムの導入に必要な経費を支援 

（３施設） 

(2) こどもの見守りタグ導入支援事業費補助金 5,460千円 

ＩＣＴを活用した子ども見守りサービスなどの安全対策に資する機器等の導入

に必要な経費を支援（12施設） 

     ※ 国庫支出金 1/2～3/5 

 

 

○新 26 不妊検査費及び不育症治療費助成事業（こども課）         ７２０千円 

 

妊娠・出産を希望する夫婦に対して、経済的負担を軽減し、安心して妊娠・出産が

できるよう環境を整えるため、「不妊検査費用」及び「不育症治療費」に対して支援

を行う。 

(1) 不妊検査費（扶助費） 600千円 

１人当たり不妊検査費用 30,000円×20人 

※ 県支出金 1/2 

(2) 不育症治療費（扶助費） 120千円 

 １人当たり不育症治療費用 40,000円×3人 
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27 出産・子育て応援交付金事業（こども課）         ３６，６２４千円 

 

妊娠届出時から妊婦や子育て家庭に対し、出産・育児等の見通しを寄り添って立て

るための面談や継続的な情報発信により必要な支援につなぐ伴走型相談支援を行うと

ともに、妊娠届出や出生届出を行った妊婦等に対し、出産育児関連用品の購入費助成

や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る経済的支援を実施する。 

(1) 出産応援給付金  15,000千円 

妊娠届出後 妊婦１人に対し 50千円相当 

(2) 子育て応援給付金  13,800千円 

出生届出後 出生児１人に対し 50千円相当 

    ※ 国庫支出金 2/3、県支出金 1/6 

 

 

○新 28 骨髄等移植ドナー支援事業（健康増進課）                ４２０千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

骨髄等の移植の推進と骨髄等提供者及び提供者の勤務する事業所の負担軽減を図

る。 

(1) 骨髄等移植ドナー支援事業奨励金 420千円 

① 提供者         ２万円×７日×２人 

② 提供者の勤務する事業所 １万円×７日×２箇所 

     ※ 県支出金 1/2 

 

 

○拡 29 道路愛護作業補助金（建設課）             ３，５２６千円 

（道路維持事業） 

 

安全で快適な道路環境を維持し、地域住民との協働による道路環境保全活動の推進

及び道路愛護運動の普及啓発を図るため、市民団体が行う、市道の清掃作業に対して

助成を行う。 

(1) 道路愛護作業補助金 3,526千円 

（助成内容の拡充） 

① 補助金額の算出に用いる基礎単価の見直し  14円 ⇒ 21円 

② １作業当たりの準備費 3,000円の創設 

③ １自治会等への累計補助上限額の見直し 150千円 ⇒ 230千円 
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○拡 30 ふるさと応援寄附金事業（商工政策課）         ３，２００，０２８千円 

 

 ふるさとの発展等を願い地方を応援したいと思っている方々に対して、本市特産品

のＰＲや物産振興を図りながら、ふるさと納税制度を推進する。 

(1) 寄附者へのお礼の地場産品代等 

(2) 寄附見込額 ３２億円 

 

 

○拡 31 ふるさと活性化事業（商工政策課）        １２０，７２５千円 

 

地場産品の販路拡大を図るための、コンサルティング（現状分析、戦略立案、商品

開発等）や、消費行動の変容にあわせた食のプロモーションを展開する。 

(1) 地域活性化コンサルティング業務委託料 112,640千円 

    地場産品の販路拡大に係るコンサルティング業務 

(2) 地域食材プロモーション業務委託料 5,500千円 

全国の一般消費者や料理教室講師を対象としたオンラインイベントの実施 

(3) 物産観光ＰＲイベント出展（使用料等） 

ふるさと納税イベントへの出店経費 

 

 

○新 32 商流開発促進事業（商工政策課）       １１，５８０千円 

 

本市地場産品等の商流の確立、拡大を図るため、事業者の機運醸成及び販路開拓を

促進する取組を行う。 

(1) 地域おこし協力隊業務委託料（商流開発プロデューサー） 4,080千円 

(2) 商流開発促進業務委託料 2,500千円 

国内商流促進活動、市内事業者支援活動、焼酎プロモーション等 

(3) 商流開発チャレンジアシスト補助金 5,000千円 

市内事業者が行う地場産品の企画開発や販路拡大のための取組に要する経費 

      の支援 

① 商品開発型（補助率 1/2）上限 1,000千円×２件＝2,000千円 

② 販路拡大型（補助率 2/3）上限 1,000千円×３件＝3,000千円 

３ 産業を創る 

 

産業の基盤強化や企業誘致の推進、地場産業の育成を図り、地域経済の活性化を実現

します。 
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33 特定地域づくり事業協同組合支援事業（商工政策課）        ７，５７６千円 

 

商工業や農林水産業等の労働力を確保するためのマルチワーク（季節ごとの労働需

要等に応じて複数の事業者の事業に従事）に係る労働者派遣業等を行う事業協同組合

に対して支援を行う。 

(1) 特定地域づくり事業協同組合運営費補助金 6,987千円 

     ※ 国庫支出金 1/2 

 

 

34 地域産業みらい創生事業（商工政策課）             １４，２３８千円 

 

    産業活性化に関する取組の企画、産業人材の確保、企業との協業プロジェクト、地

元企業の創業・事業成長支援など、多角的な面から地域経済の活性化を推進する。 

(1) 地域産業みらい創生事業業務委託料 12,600千円 

 

 

35 商工会地域振興コーディネーター設置事業（商工政策課）      ６，５０４千円 

 

    北郷町商工会及び南郷町商工会が配置する「地域振興コーディネーター」の経費を

支援することにより、行政及び地域とのコーディネートや、行政と連携し実施する各

種事業・折衝等を当該コーディネーターが行うことによって、経営指導員の業務負担

軽減が図られ、事業者へのきめ細やかな経営指導・支援が可能になり、地元事業者の

経営力向上などが期待できる。 

(1) 地域振興コーディネーター補助金 6,504千円 

 ※ 県支出金 1/2 

 

 

36 未来へはばたく園芸産地確立事業（農政課）           ６，２７２千円 

 

    施設園芸等の新規就農及び規模拡大を推進するため、国・県の補助対象とならない

施設整備・機械の導入（中古品・リース契約による導入を含む）等に対して、市独自の

支援を行い、生産基盤を強化するとともに、農業経営の安定化を図る。 

(1) 未来へはばたく園芸産地確立事業費補助金 6,272千円 

 

 

37 「地産地消」地域循環農業促進事業（農政課）          ２，５０９千円 

 

    生産者に小規模で多品目の農産物を栽培できる環境整備を促し、市内直売所に通年

で農産物の出荷が出来る体制を整備することで、消費者ニーズに対応できる販売力が

備わるとともに生産者の所得向上に繋げる。また、地元生産者と直売所との連携が深

まることで、循環型農業としての地域活性化を図る。 

(1) 地域循環農業促進事業費補助金 2,500千円 

市内直売所に出荷する市内の農業者（個人・法人）に対する支援（上限 50千円） 

農業者が行う農業用設備等の整備・リースに係る経費に助成 
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38 未来をひらく６次産業化サポート事業（農政課）         １，０００千円 

 

農林水産業の６次産業化を推進し、農林漁業者の所得向上を図るため、市内で生産さ

れる農林水産物を活用した６次産業化に関心のある又は取り組んでいる農林漁業者等

に対し支援を行う。 

(1) 未来をひらく６次産業化サポート事業費補助金 800千円 

商品開発事業補助・販売促進事業補助（上限 200千円） 

(2) ６次産業化に関する研修会の開催に係る講師謝金 200千円 

 

 

○拡 39 日本一「宮崎牛」産地維持対策事業（農政課）          ４，０００千円 

 

「宮崎牛」としてのブランド力向上及び産地維持を図るため、優良な繁殖雌牛を地

域に保留する繁殖農家に対して支援を行う。 

(1) 日本一「宮崎牛」産地維持対策事業費補助金 4,000千円 

① 優良雌牛保留助成 100千円×30頭 

子牛品評会に出品された子牛のうち、畜産技術員が特に優秀と認めた子牛を

県外に流出させることなく、地域に保留させた場合に助成 

② 優良雌牛払下助成 100千円×10頭 

   ＪＡはまゆう繁殖センターにて育成された優良雌牛を購入する場合に助成 

 

 

40 スマート林業導入支援事業（森林環境譲与税）（水産林政課）    ５，０００千円 

   ＜５つの挑戦：脱炭素社会の実現【ＧＸ】に向けた取組＞ 

 

機械化・省力化等が遅れている造林作業について、機械化・スマート化（地理空間情

報やＩＣＴ、ロボットなどの先端技術活用等）に取り組む事業者に対し、機械・機器等

の導入支援を行う。 

(1) 造林環境省力化支援事業費補助金 5,000千円 

 

 

41 種子島周辺漁業対策事業（水産林政課）             ３４，１３１千円 

 

ＪＡＸＡによるロケット打ち上げが種子島周辺漁業に及ぼす影響に対処するため、

漁家経営の安定等を図る目的で実施する共同利用施設改修事業等に対して支援を行

う。 

(1) 漁業共同利用施設改修事業費補助金 34,131千円 

① 日南市漁協水揚げ荷捌き施設改修事業分 9,891千円 

定置式船舶用クレーン工事（事業費：12,242千円） 

② 日南市漁協漁船漁具保全施設改修事業分 24,240千円 

レール改修、船台改修（事業費：30,000千円） 

     ※ 県支出金 70.8% 

 

 



 - 22 - 

 

42 水産業強化支援事業（水産林政課）                １，２００千円 

 

海業支援施設である「港の駅めいつ」が来場者回復を図るために実施するＰＲイベ

ント等に対して支援を行う。 

(1) 海業支援施設活性化対策推進事業費補助金 1,200千円 

※ 県支出金 1/2 

 

 

43 スポーツ合宿補助金（観光・スポーツ課）             ５，０００千円 

（スポーツランド日南推進事業） 

   ＜５つの挑戦：ウィズコロナ、原油価格・物価高騰等への取組＞ 

 

スポーツ合宿に対する利用者のニーズ等を踏まえ、宿泊費助成を行うことにより、 

スポーツ合宿の誘致促進を図る。 

 

 

44 スポンサーゲーム開催事業（観光・スポーツ課）         １０，４４１千円 

 

プロスポーツキャンプの継続と、日南市への誘客ＰＲを含め、広島東洋カープと埼玉

西武ライオンズが実施する公式戦を、スポンサーゲームとして開催する。 

(1) 観光協会補助金 10,441千円 

① 広島東洋カープゲーム開催費   4,849千円 

② 埼玉西武ライオンズゲーム開催費 5,592千円 

 

 

45 クルーズ船誘客促進事業（観光・スポーツ課）         １４，８０１千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

クルーズ船の寄港を通して油津港の更なる発展を図るため、宮崎県南部広域観光協

議会をはじめとする関係機関や関係団体と連携し、クルーズ船の安全で円滑な受入れ

体制の整備及び国内外での誘致活動等を実施し、継続的なクルーズ船の寄港による経

済効果の継続・広域的活性化に取り組む。 

 

 

46 にちなん学び旅促進事業（観光・スポーツ課）          ３，４８２千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

市内観光の需要を増やすため、修学旅行を取り扱う旅行会社をターゲットとしたセ

ールス等を行う。 

(1) にちなん学び旅促進事業補助金 3,000千円 

貸切バス１台につき１日３万円（上限）の助成 
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47 募集型旅行商品企画開発補助事業 （観光・スポーツ課）      ６，０００千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

市内への誘客を促進し、東九州自動車道開通後のリピート客を確保することを目的

に、旅行会社が造成する日南市を訪れる募集型旅行商品の企画開発に対して補助を行

う。 

(1) 募集型旅行商品企画開発補助金 6,000千円 

① 市内泊商品開発補助 300千円×11件 

② 泊なし商品開発補助 150千円×18件 
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○新 48 持続可能なまち・にちなん創生事業（総合政策課）        ５，３００千円 

   ＜５つの挑戦：脱炭素社会の実現【ＧＸ】に向けた取組＞ 

 

若者が将来に希望を抱き、ふるさと日南で培った学びを力に、社会に一歩踏み出す

キャリア教育や持続可能なまちの創生、ＳＤＧsの理解を深めるための取組を行う。 

(1) ＳＤＧsワークショップの実施 

ＳＤＧsに関する、中・高校生の意識の醸成を図る。 

(2) 日南クリエイティブアカデミーの実施 

世界へ羽ばたく人材の育成、シビックプライドの醸成を図る。 

 

 

○拡 49 自治体ＤＸ推進事業（総合政策課）                ５０，４９８千円 

   ＜５つの挑戦：スマート自治体【ＤＸ】の推進に向けた取組＞ 

 

「誰にでも分かりやすく『簡単』『便利』な利用者中心の行政サービスの提供」や「業

務改革による行政運営の効率化」、「デジタル技術を活用した地域での暮らしやすさの

向上」を目指し、自治体ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）の推進を行う。 

 

(1) 行政サービス提供（市民向け） 

① 公共施設予約システム導入     10,626千円 

公立公民館・体育施設・文化施設等の施設予約について、市民の利便性

向上を図るために、これまでの窓口予約に加えて、インターネットを使っ

て施設の予約が可能となるシステムの構築を行う。 

② 電子申請システム運用            1,136千円 

③ LINE（ライン）日南市公式アカウント運用   2,244千円 

(2) 業務改革による行政運営効率化 

① 電子決裁・文書管理・庶務事務システム導入   23,372千円 

② 電子地図閲覧及び台帳管理システムの導入   4,464千円 

③ ビジネスチャットツール運用         2,541千円 

④ ＡＩ議事録作成支援システム運用       1,056千円 

 

 

 

４ 未来を創る 

 

質の高い行政サービスと地域循環型社会をつくり、人口が減少しても誰もが安心して

住み続けられるまちづくりを実現します。 
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○新 50 公立保育所ＩＣＴ化推進事業（こども課）        ３，５２６千円 

   ＜５つの挑戦：スマート自治体【ＤＸ】の推進に向けた取組＞ 

 

北郷保育所において、保護者との連絡の効率化を図るなどのＩＣＴ化を推進する。 

(1) 登園管理等システムの導入 

(2) 給食管理システムの導入 

 

 

51 道の駅きたごう整備事業（総合政策課）            ６２６，５６８千円 

  （（仮称）道の駅北郷整備事業） 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

東九州自動車道（清武南ＩＣ～日南北郷ＩＣ）の開通に合わせて、交流人口の増加

や、雇用創出に繋がる「道の駅きたごう」の整備を行う。 

(1) 工事請負費（建築・機械・設備・外構工事） 583,400千円 

 （令和５年度までの債務負担 ５年度分 583,400千円） 

(2) 販売基盤づくり補助金 3,955千円 

※ 県支出金 8/15 

 

 

○新 52 道の駅きたごう管理費（農政課）                 ７，８５９千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

東九州自動車道（清武南ＩＣ～日南北郷ＩＣ）の開通に合わせて整備を行ってい

る、道の駅きたごうのオープン記念イベント開催と管理に要する経費 

(1) オープン記念イベント開催経費 1,840千円  

(2) 道の駅きたごう指定管理料 2,987千円 

 

 

○新 53 にちなん住
ス

マイル応援事業（総合政策課）            ７，０００千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

東九州自動車道（清武南ＩＣ～日南北郷ＩＣ）の開通に合わせて、市外からの移住を

促進するために整備している「さくらヒルズ北郷」分譲地購入者に対して助成を行う。 

(1) 定住促進奨励金 7,000千円 
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○拡 54 ふるさと回帰支援事業（総合政策課）         ３５，１６３千円 

   ＜５つの挑戦：東九州自動車道開通の効果を活かす取組＞ 

 

創客創人センター内に移住相談窓口を設置し、本市に関する様々な情報の発信や移

住・定住者や交流人口等の増加を図るための都市部での移住相談会などを実施すると

ともに、国・県が実施する移住支援金により、移住・定住の促進を図る。 

(1) 移住定住促進業務委託料 5,403千円 

① 移住定住コンシェルジュ１名配置 

② 短期滞在施設（移住促進住宅）管理 

③ 宮崎日南移住ナビ及びフェイスブックでの情報発信 

④ 移住相談会 

⑤ 新規就農希望コーディネート 

(2) 移住体験オンラインツアー業務委託料 995千円 

(3) ひなた暮らし実現応援事業費補助金 16,700千円 

① 世帯    1,000千円 × 7件 

② 子育て加算 1,000千円 × 7件 

③ 単身     300千円 × 9件 

※ 県支出金 1/2 

(4) 移住新生活応援補助金 6,000千円 

① 世帯 200千円(上限)×30件＝6,000千円 

 

 

55 多様な性の尊重推進事業（地域自治課）               ６７２千円 

 

性別にかかわりなく、個性と能力を十分に発揮することができる社会づくりを目指

すため、検討委員会の開催など、多様な性の尊重の推進を図る。 

(1) 多様な性の尊重推進検討委員会開催 

(2) 性の多様性の尊重を啓発するためのパネル作成 

 

 

○新 56 ゼロカーボンシティ推進事業（地域自治課）         ３１１千円 

   ＜５つの挑戦：脱炭素社会の実現【ＧＸ】に向けた取組＞ 

 

2050 年までに二酸化炭素排出を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ にちなん」

を目指し、その宣言を推進するための取組を行う。 

(1) ゼロカーボンシティ推進をするための出前講座開催 

(2) ゼロカーボンシティ推進情報発信 
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○新 57 飫肥杉材利用促進事業（水産林政課）         ３１，５００千円 

   ＜５つの挑戦：脱炭素社会の実現【ＧＸ】に向けた取組＞ 

 

脱炭素社会実現に向けた取組を推進するとともに、市内で生産される飫肥杉材の

利用を促進し、地域経済の活性化を図るため、市内の住宅や店舗等の新築、増改築等

に地元飫肥杉材を使用する場合、市内事業者による建築を条件に、飫肥杉材の使用量

に応じた助成を行う。なお、東九州自動車道の開通にあわせ、市外からの移住者が住

宅の新築、増改築を行う場合、上乗せで助成を行い、移住者の増加につなげる。 

(1) 飫肥杉材利用促進事業費補助金 31,500千円 

① 新築        400千円（上限）×40戸＝16,000千円 

② 新築（移住者）   500千円（上限）×10戸＝ 5,000千円 

③ 増改築       200千円（上限）×30戸＝ 6,000千円 

④ 増改築（移住者）   300千円（上限）×５戸＝ 1,500千円 

⑤ 大規模事業所の新築 1,000千円 ×３事業所＝ 3,000千円 

 

 

○新 58 油津文化遺産振興事業（生涯学習課）           １２，４１２千円 

 

堀川運河周辺を中心とした歴史文化・遺産の有効活用による、歴史文化の伝承及 

び地域の賑わいを創出するため、「歴史・文化遺産等を活かした地域づくりに資する

事業」「歴史・文化遺産等の展示に関する事業」を行う。 

(1) 油津の歴史文化遺産を活用したまちづくり構想策定業務委託料 11,000千円 

① 市民の意見を聴取するためのワークショップの開催 

② 油津の歴史文化遺産を活用したまちづくり構想の策定 

③ 油津地区の後世に伝承すべき歴史、文化、遺産の選定 

④ 効果的な情報発信方法、周遊施策の検討等 

 

 

○新 59 名勝鵜戸保存活用計画策定事業（生涯学習課）       ７，０４６千円 

 

国指定名勝「鵜戸」の適切な保全・利活用のあり方を示すため、文化財保護法に基

づく保存活用計画を策定する。 

(1) 名勝鵜戸保存活用計画策定委託料 5,731千円 

計画策定・検討委員会運営等 

Ｒ５ 5,731千円  Ｒ６ 5,269千円 ＝11,000千円 

※ 国庫支出金 1/2以内、県支出金 3/100以内 
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60 新型コロナウイルス感染症対策事業（感染対策室）（健康増進課）    ５４７千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

公共施設において感染等が発生した場合に備え、施設の消毒作業に要する消毒液等

の購入を行う。 

 

 

61 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業（健康増進課）    ３，７３９千円 

   ＜５つの挑戦：市民の健康と命を守る取組＞ 

 

新型コロナウイルスワクチンについて、特例臨時接種期間（令和５年３月 31 日ま

で）終了後に処理する事務及び接種証明書の発行業務に要する経費。 

 

 

 

 

62 学校給食費（物価高騰対策）（学校教育課）         １９，２１８千円 

   ＜５つの挑戦：ウィズコロナ、原油価格・物価高騰等への取組＞ 

 

食材費が高騰する中でも、これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食を実

施するため、保護者の負担増の抑制を図る取組を行う。 

(1) 賄材料費 19,218千円 

小学校 １食当たり 25円程度（年間給食日数 196日にて算出） 

   中学校   〃   33円程度（年間給食日数 192日にて算出） 
 

 

63 学校給食費高騰対策支援事業（物価高騰対策）（こども課）       ９０２千円 

   ＜５つの挑戦：ウィズコロナ、原油価格・物価高騰等への取組＞ 

 

子育て世帯への経済的支援策として、市内の公立小中学校に通っていない子どもの

いる世帯に、学校給食食材費高騰対応分相当額を支援金として支給する。 

(1) 学校給食費高騰対策支援金 888千円 
 

 

64 保育所等給食緊急支援事業（物価高騰対策）（こども課）     ５，８３３千円 

   ＜５つの挑戦：ウィズコロナ、原油価格・物価高騰等への取組＞ 

 

物価高騰等の影響を受けている保育所等に対して、給食材料費の負担軽減支援を行 

う。 

 

新型コロナウイルス感染症対策 

物価高騰等対策 



 - 29 - 

 

 

＜補助事業＞ 

 

65 道路整備事業（社会資本・春日平野線）（建設課）       ２７２，８００千円 

 

（仮称）油津インターチェンジ予定地周辺と重要港湾油津港及び中心市街地までの 

アクセスを円滑にするため、市道の整備を行う。 

 

66 市道トンネル長寿命化事業（社会資本）（建設課）        ７４，５００千円 

 

道路法に基づき、市道のトンネルについて５年に１度の定期点検を行い、健全性の診

断及び補修を実施する。また、市が管理するトンネルの照明設備更新を行う。 

 

○新 67 南郷複合施設建設事業（財産マネジメント課）         １６７，３８２千円 

    （市営住宅長寿命化事業） 

 

南郷複合施設として庁舎棟と市営住宅の建設を行うための調査・実施設計を行う。 

  

 

【再掲】地域医療介護総合確保基金事業（長寿課）         １５６，１７４千円 

 

【再掲】教育・保育施設整備事業（こども課）            １９５，８９５千円 

 
 

＜単独事業＞ 

 

 68 今町仮屋線道路整備事業（建設課）               １０，０００千円 

 

県立日南振徳高等学校等の通学路となっている路線の歩車分離を行い、安全な通行

を確保するため、道路法線や道路形態の検討を行う。 

 

【再掲】道の駅きたごう整備事業（（仮称）道の駅北郷整備事業）（総合政策課） ６２６，５６８千円 

 

 

 

主な投資的経費 
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第３ 特別会計及び企業会計の新規・重点施策 

 

 

 １ 国民健康保険特別会計（市民課） 

 

  (1) 保険給付費                    ５，１１８，２４５千円 

    ① 療養給付費・療養費            ４，３６０，４８５千円 

    ② 高額療養費・高額介護合算療養費        ７２５，４０４千円 

    ③ その他の給付費（出産育児一時金・葬祭給付費等） ３２，３５６千円 

 

  (2) 国民健康保険事業費納付金             １，５９０，７４８千円 

    ① 医療給付費分               １，１７０，１６３千円 

    ② 後期高齢者支援金等分             ３２３，５９０千円 

    ③ 介護納付金分                  ９６，９９５千円 

 

  (3) 保健事業費                       ９８，８４２千円 

    ① 特定健康診査・特定保健指導           ４８，２４５千円 

    ② その他の保健事業                ５０，５９７千円 

 

 

２ 後期高齢者医療特別会計（市民課） 

 

 ７５歳以上（一定の障害のある方は６５歳以上）を対象とする、後期高齢者医療制

度を運営するための経費 

 

  (1) 後期高齢者医療広域連合納付金             ９２５，２６７千円 

    ① 保険基盤安定負担金              ２７１，５７７千円 

    ② 保険料負担金                 ５９９，７１５千円 

    ③ 共通経費負担金                 ３２，８５５千円 

    ④ 機器利用市町村負担金              ２１，１２０千円 

 

  (2) 後期高齢者健康診査事業                  ４２，３３６千円 

後期高齢者の健康診査を実施し、生活習慣病の予防及び早期発見をすることによ

り、生活の質の向上、医療費適正化の推進を図る。  

 

  (3) 後期高齢者温泉利用助成事業                   ４６８千円 

    温泉施設を利用することにより後期高齢者の健康保持及び増進を図るため、一定

額を助成する。 
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３ 介護保険特別会計（長寿課） 

 

  (1) 保険給付費                    ６，３０９，７３５千円 

    介護給付・予防給付に要する費用と支給に係る保険給付費 

    ① 施設介護サービス等給付費         ２，２７３，２６５千円 

    ② 居宅介護サービス等給付費         ３，４９７，０２３千円 

    ③ 居宅介護予防サービス等給付費         １１２，３０２千円 

    ④ 高額介護サービス等費             １４６，９４１千円 

    ⑤ 高額医療合算介護サービス等費          ２１，１５９千円 

    ⑥ 特定入所者介護サービス等費          ２５３，７２０千円 

    ⑦ その他諸費（介護報酬審査支払手数料）       ５，３２５千円 

 

  (2) 地域支援事業                       ３４２，２７７千円 

    ① 包括的支援事業・任意事業           １６７，９９９千円 

    ② 介護予防・生活支援サービス事業等       １７４，２７８千円 

 

  (3) 介護認定審査会費                     ２１，０１３千円 

 

 

４ 病院事業会計 （中部病院） 

 

外来診療や入院患者の受入れを積極的に行い、さらなる収益増を目指しながら、

地域に欠かせない不採算医療や救急医療など、県立日南病院と更なる連携を図りつ

つ、公立病院としての地域医療での果たすべき役割を担うべく、経営強化に向けた

取組を推進する。 

 

(1) 病院事業費用                   １，６７０，１６５千円 

公立病院として担うべき医療はもとより、新型コロナウイルス感染防止に努め 

るとともに、健診業務や特定保健指導など市民の健康保持を推進する。 

また、専門診療及び回復期リハビリテーション医療など地域に不足する医療を 

担う。 

 

  (2) 建設改良事業                      ２５，０００千円 

医療機器等を更新する。 

 

 

５ 簡易水道特別会計 （水道課） 

 

  (1) 簡易水道事業                      １５，０００千円 

大島地区の簡易水道施設の維持管理及び予備水源の施設整備の実施設計を行 

う。 
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 ６ 公共下水道事業会計（下水道課） 

 

  (1) 交付金事業（国補） 

    ①吾田汚水１号幹線、１号枝線管路施設         ２７５，０００千円 

生活環境の改善等を図るため、釈迦尾ケ野地区及び向原地区に下水道管の布

設工事を行う。 

      事業内容  開削工法      ＶＵφ１５０㎜  Ｌ＝１３３．２ｍ 

            開削工法      ＶＵφ２５０㎜  Ｌ＝１１６７．０ｍ 

            詳細設計及び地質調査業務            Ｎ＝１式 

            汚水処理構想見直業務         Ｎ＝１式 

水道管移設補償等                 Ｎ＝１式 

 

    ②日南下水終末処理場等 施設設備           ５９６，０００千円 

適正な下水処理を図るため、既存設備の改築更新工事等を行う。 

事業内容  中央監視設備等改築更新        Ｎ＝１式 

 

 

    ③油津幹線等 管路施設                 ２０，０００千円 

      老朽化した管路施設の改築更新工事を行う。 

      事業内容  油津幹線   詳細設計業務          Ｎ＝１式 

             吾田地区   マンホール調査業務(法定点検)  Ｎ＝６基 

             日南地区   雨水管理方針策定業務      Ｎ＝１式 

 

 

 (2) 単独事業 

    ①面整備（汚水取付管工事等含む）            ４５，０００千円 

下水道区域の拡大を図るため、釈迦尾ケ野地区に下水道管の布設工事等を行

う。 

       事業内容  開削工法      ＶＵφ１５０㎜  Ｌ＝１０６．７ｍ 

             詳細設計業務    Ｎ＝１式 

水道管移設補償等  Ｎ＝１式 
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 ７ 特定環境保全公共下水道事業会計（下水道課） 

 

(1) 交付金事業（国補） 

① 内之田汚水接続管路施設               １７４，０００千円 

内之田地区から北郷下水終末処理場までの下水道管の布設工事を行う。 

 

事業内容  マンホールポンプ場       Ｎ＝２箇所 

      開削工法（圧送管φ７５mm）   Ｌ＝１,５００ｍ 

 

  ② 坂元汚水接続管路施設                 ３２，０００千円 

    坂元地区から北郷下水終末処理場までの汚水接続管路施設の整備に必要な 

詳細設計を行う。 

     事業内容  詳細設計業務          Ｎ＝１式 

 

③ 北郷下水終末処理場等 施設設備            １４，０００千円 

適正な下水処理を図るため、既存設備の改築更新工事及び工事に必要な詳細 

設計を行う。 

       事業内容  マンホールポンプ        Ｎ＝１式 

             詳細設計業務          Ｎ＝１式 

 

      

(2) 単独事業 

①面整備                         ４，０００千円 

郷之原地区に下水道管の布設工事を行う。 

事業内容  開削工法      ＶＵφ１５０㎜  Ｌ＝２０ｍ 

             取付管       ＶＵφ１００㎜  Ｎ＝２箇所 

 

 

 ８ 漁業集落排水事業会計（下水道課） 

 

  (1) 補助事業（国補） 

富土及び夫婦浦地区漁業集落排水処理施設          １７，５００千円 

     富土地区及び夫婦浦地区の環境保全を図るための漁業集落排水処理施設の改

築更新工事等を行う。 

      事業内容  汚水処理設備改築更新 Ｎ＝１式 

 

  (2) 単独事業 

    汚水取付管工事費                       ６０９千円 

     富土地区及び夫婦浦地区で、新たに排水管へ接続するための取付管工事を行う。 
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 ９ 公設合併処理浄化槽事業会計（下水道課） 

 

  (1) 公設合併処理浄化槽設置工事費              ９６，０９６千円 

公共下水道及び集落排水以外の地域における公共用水域の水質保全を図るため、

公設で合併処理浄化槽の整備を行う。 

 交付金事業（国補） 

      設置予定基数 100 基 ※内訳  5 人槽 ： 84 基 

   7 人槽 ： 14 基 

   10 人槽 ：  2 基 

 

 

10 水道事業会計（水道課） 

 

(1) 配水管整備事業 

① 日南市水道事業再編事業              ２８２，０００千円 

旧南郷地域と旧日南地域の上水道一元化を図るため、水道施設整備を行う。 

      事業内容  南郷送水管整備他 

 

② 耐震化対策事業                  ２１０，０００千円 

重要給水施設の耐震強化を図るため、基幹配水管等の布設替えを行う。 

        事業内容  吾田配水池系基幹配水管整備他 

 

③ 配水管改良及び更新等整備事業            ９８，０００千円 

給水区域において水道水の安定供給を図るため、管路網の整備や老朽化した

配水管等の布設替えを行う。 

       事業内容  配水管整備等 

            ポリエチレン管(HPPE） φ５０～１００ Ｌ＝１，２８０ｍ 

 

  ④ 簡易水道再編推進事業                                ５７，０００千円 

    旧簡易水道事業区域の施設再編を行う。 

     事業内容  伊比井配水場造成及び配水管整備他   

 

(2) 施設整備事業                      ５０，４１４千円 

  ① 水道施設更新・改良事業 

    水道水の安定供給を図るため、機械・設備の更新等を行う。 

     事業内容  飫肥・伊比井浄水場次亜注入ポンプ更新他 

 

 

 

 

 

 

 


